
通勤通学交通の経路分担モデルの分析

高柳靖子

交通機関および経路の選択については，今臼ま

で関内外において多岐にわたり研究されており，

数多くの機関選択モデルが開発されてし、る.しか

しながら，これらモデルの適用性が現実のデータ

によって検証されることはきわめてまれである.

運輸経済研究センターでは昭和50年度実施した

「大都市交通センサス」結果を基礎デ…タとし，

通勤通学交通の経路分担モデルを構築した.この

モデノしは経路分担の爵題を軒思考の選択行動から

捉えようとする点に特徴がある.次に新王JII 線誇

通の機会を捉え，関連後の経路分担状説者ピ定期券

調査によって行ない，この結果から各モデルの予

測適合性や適用条件について検討した.さらに別

途行なった新玉川線沿線関連地域住民に対する都

市交通手段の利用に関するアンケート結果から個

人の灘択行動を対象とした分担モデルを構築し選

択要閣について検討した.最後に構築された分担

モデんによる推定および検註結果をまとめた.

なお，ここでは下記研究フローのうち，通勤通

学交通の経路分担モデルの分析を中心に述べるこ

ととする(図 I ). 

通勤通学交通の経路分担モデルの分析

この分析の l つの特徴は，前述したように，経

たかやなぎやすこ (財)運輸経済研究センタ…

(本織は， (財)運輸経済研究センターが昭和53年 3 月に

発行した f大都市習における交通機関選択分析潟査報告

書j より，その一部をとりまとめたものである.)
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路選択の爵題を交通主体の選択行動に視点を震い

て捉えようとする点である.この視点から経路の

諸条件と分担率との関連を分析し，利用者側の要

求を踏まえた交通機関整備の方向性を検討し得る

モテ、ルの開発言ピ試みた.

もう l つの特徴は，モデル作成のためのデータ

とその検証のためのデータとをまったく異なる調

査結果から得た点である.モデ、ルの作成に当って

は昭和50年度に実施した「大都市交通センサス」
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発駅

に示す.ただし，ここでは紙面の制約上，駅間経

路分担モデルのみをとりあげた(図 3 ). 

適用モデルの選択に際しては①多数の説明要因

が導入できること，②パラメーターの推計や予測

が容易に行なえる実用性の高いことの 2 点を重視
~ー

着駅 し，この要件を備えるモデルに限定した(図 4 ). 

「統合モデル

r経路数別セグノントモデノレ

駅間経路分割モデ1レー一←セグメントモデル斗

L距離帯思IJ セグメントモヂル

」快速ー普通分担モデル

「統合モデル基本ゾーン|
間モデル1セグメント「経路数別セグメントモデル

モ デル十距離帯別セグメントモデル

し競合経路パターン別

セグメントモデル
「統合モデル

基本ゾーン|
群モデル寸 「経路数別セグメントモデル

l セグメント lし +距離帯別セグメントモデル
モデレ l

L競合経路パターン別
セグメントモデル

①駅間競介経路

又
土
々
什9
f“

申

E

経路 1
②ゾーン問競合経路

図 2 駅間とゾーン聞の競合経路

の結果を適用し，検証データは東急新玉川線開通

後の経路分担状況を別途調査し，この結果を対象

とした.これにより，検証機会がないために従来

から大きな問題とされてきたモデルの予測適合性

の分析や適用条件の検討を実証的な見地から行な

った.

1 分析対象および適用宅デル

分析の対象として，①駅間経路分担モテル，②

ゾーン閉経路分担モデルの 2 種類を作成した(図

2 ). 

この 2 種類のモデルについ

て，さらに全サンフ。ルを一括し

て扱う統合モデルと分割して扱

うセグメントモデルを考えた.

セグメントの基準は経路数別と

距離帯別の 2 つの基準を駅間，

ゾーン閉そデ、ルに共通に設定す

るが， ゾーン間モデルにおいて

はさらに競合経路のパターンに

着目し 3 種類のセグメントモ

デ、ルの作成を試みた.当センタ

ーで検討したモデルの体系を図

1981 年 2 月号

経路分jH
モデル

ゾーン閉経路分初
モデル

適用モデルの構造式は次のとおりである.

① logit モデル

logit モデルは経路の分担率を次式で与えるモ

デルである.

Pi=~Xp(Gim 
も!!:.. Gj= L: mXjl 

L: exp(Gj) (;"i 

ここに， Pi: 経路 i の分担率

Xjl: 経路 j の要因 l に関する値

al: 要因 J に関するパラメータ

n: 経路数

m: 説明要因数

② probit モデル

probit モデルは分担率曲線に正規分布の累積

密度関数を適用したモデルであり，分担率は次式

で与えられる.

rY ¥ 

= ¥ ,'_ exp( -+u2 )du=ゆ (Y)
J ∞、12π\2 .. / 

ここに， Y=G2-G1= L: al(x2
l
xl

l
) 

。:正規分布の累積密度関数

市I)<:!日l モテール一統 fトモデル

図 3 検討した経路分担モデルの体系
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をクロスし，その構成要素を整理して選択要因を

作成した(表 1 ). 

3. 駅間経路分担宅デルの作成と検討

(1)統合モデル

図 4 適用モデル一覧 パラメーターの推定結果は表 2 のとおりであ

③線形回帰モデル

経路選択や機関分担の問題に線形回帰モデルを

適用している例はきわめて多く用いられる関数型

も多種類あるが，本分析では次式で表わされるモ

デルを採用した.

る.回帰分析は変数減少法によって行ない，係数

条件，重相関係数等を考慮して，選択要因を決定

した(表 2 ).有意に推計された選択要因は総乗車

時間，費用，副都心ダミー，乗り換え回数であ

り，特に乗り換え回数の t 値が高く，安定した選

択要因となっている.

Piナト(早川 次に，各要因の値がまったく等しし、 2 経路を想

これらのモデルは機関選択に広く適用されてお

定し，この状態から片方の経路の要因が変化した

時，分担率はιの程度影響を与えるかを調べる.

要因の変化は，総乗車時聞が日分短かくなった場り，本分析では， それらを経路選択に応用しよう

とするものである.

2. 経路選択要因の抽

出・作成

公共交通機関のサービスレベ

ルには，公共交通機関自体のサ

ービスレベルとアグセスのしゃ

すさなど地域と結びついた特性

が考えられる.そこで，前者を

経路特性，後者を地域特性と呼

ぶこととし，この 2 つの特性と，

時間，費用，負荷その他 3 項目

A 
1=1, 1 カ月通勤定期費用が， 100 円安くなった場

表 1 選択要因の抽出

よそ空 経路特性

待 時 間γ情世→寺駅最量大期待待時間
時 問

乗車時間 乗車時間

乗り換え時間 大乗り換え時間

間総所要時間

費 用 E互 賃ー→通勤定期代

着席可能性ー→始発ダミー

快 l血性 混雑の程度ー→混雑率

その他 乗リ換えー→乗リ換え回数

通過地域一→副都心ダミー

(注)表中左側は項目の構成要素

右側は作成する選択要因

表 2 統合モデルのパラメーター推計結果

地域特性

アクセス 1時間「→アクセス徒歩時間

イグレス時間作ι→嚇イ所グ要レス徒歩時間
時間

パス路線状況ー→パス経路ダミ

鉄道路線状況て号棚位置
ゾ ン内駅数)

¥¥¥  

づ作 I 1ogit 回帰 I 1句時尤法 I pr耐回_~I probit 最尤法| 線形回帰
経路選択 ¥¥  |パラメー 1 t 値 |パラメーター|パラメー I t 値 1 パヲメーター|パラメー 1 t 値
要因 \\|タ _1 'H" I"//" ター 1 ' . / /" ~ター|

総乗要時間 |ー0.0749 1 -5.9311 ー0.0686 0.0445 5 防 0.0420 ト0.0299 1 5.918 (分 v.VI~/1 ......7.....11 V.V 1 1"'" I ././-'.....1 V.V~771 一山

費用 I -0.04901 -4.4731 -0.0453 0.02891 4.445
1 

0.0273 0.0190 I 4.344 (1 00円/TJ ! -0.0490 1 -4.4731 -0.0453 1 0・ 1 4・何 0.0273 い0.0190 げ州

副都心店ご 0.5180 日訓 下扇子一日0.30551-Md-02脱一己記一二五戸
乗り換え回数 1 -0.7382 1 -7.1491 -0.6753 O.仰 7.1721 0.4091 0.2967 1 7. 山(回 I -U.I'>O"- I 一 -U.OI/~ V."'t.J70!  1. 11~1 U."1U'71 U.L.'701 I l. 101 

重相関係数 i O 臼2 -0.674 0ω 0.673 0.641 

注)最尤法の重相関係数は，実績値と推定値の単相関係数を示した.

98 (28) オベレーションズ・リサーチ© 日本オペレーションズ・リサーチ学会. 無断複写・複製・転載を禁ず.



表 3 短距離モデルのパラメーター推計結果(17.5kmまで)

¥ モ77字 1_1~~it 回帰|回平竺I___~竺it 旦~J_~r~1些主主| 線形回帰
噌噌 \\|アメ二 I t 値 i パラメーター 12 ラメ二 | t {ji I パラメーター 1 ~ラメ二 1 t 値
総乗車時間(分) 1 一 0.0874 1 -4.3621 -0.0814 0.0517 1 4.35創 0.0497 0.0341 1 3.325 

費用(100円) 1 ー 0.0511 i -2.8631 -0.0477 0.02981 2.81到 0.0282 0.0189 1 2.676 

副都心ダミー 0.6356 1 2.9261 0.5600 ー0.3699 1 -2. 8781 -0.3359 ー0.23151-2.709

扇瓦頑市「三:0.7766 1~4珂二両元一-i Iω! 而ol 口元-31-0五五円五
重相関係数 o 倒 0.675 0ω o 例 oω 

表 4 長距離モデルのパラメーター推計結果(1 7.5km以上)

¥ モが|一日空一回一勾 lhit-開 lpf?bjt 甲南一|型空元日 線形回帰
経路選択 ¥ l パラメー I t 値|パラメーター|パラメ値 |パラメード
要因 \\\1 ター I

• 
'1'3. 1- ター 1 -

. ./ /-

総乗車時間(分) 1 -0.0590 1 -3.66510.0555 0.0357 1 3. 臼引 0.0341 0.0251 I 5.361 

費用(100円) 1 -0.0435 1 -3.3151 -0.0408 0.0262 1 3.31!判 0.0249 0.0182 1 4.756 

副都心ダミー 0.3785 1 1. 8381 0.3774 I -0.2303 1 -1・8臼 -0.2272 1 -0.1666 1 ー 2.780

乗り換え回数(回) 1-0.6853 1 -5. 8541 -0.6388 0.4115 i 5.854 0.3898 0.2841 1 8.341 

重相関係数 o 仰 0.682 0 併8 0.682 0.6臼

合，副都心を通過するようになった場合，乗り換

え回数が l 回減った場合のそれぞれのケースにつ

いて調べると以下の点が考察される.

①総乗車時聞が 5 分短くなると分担率は0.09高

くなるがカ月定期費用が 100 円安くなっても

-分担率は0.01程度しか高くならない.乗り換え回

数は分担率に大きな影響をおよぼす要因であり，

l 回減少することによって 0.177 の分担率の変化

が推定される.

②定期券を利用すると途中下車が可能となり，

業務もしくは私用で立寄る可能性の高い地域を経

由するような経路に対してはバイアスが生じるこ

とが予想される.これを定量的に捉えるため，渋

谷，新宿，池袋のいずれかの駅を通過する経路に

l の値をとる副都心タミ一変数を導入した.この

影響は非常に大きく O. 127 程度分担率を変化させ

る.

(2) セグメントモデル

対象サンア。ル(駅間OD)のセグメントは，距離

および経路数の 2 種類について行なった.

1)距離によるセグメントモデ、ル

ここでは鉄道路線長で17.5km (所要時間で約30

1981 年 2 月号

分)を境とし，短距離帯モデ、ル，長距離帯モテ、ル

を作成した(表 3 ， 4). 

重相関係数はいずれも0.65内外であり，最尤法

による兎相関係数はいくぶん高くなっている.

a. 感度分析結果は全体として短距離帯モデル

の感度が高く，長距離帯の経路選択に比べ各要因

の差は小さくても，それを厳しく評価していると

考えられる.統合モデルの感度分析結果はいす'れ

の要因についても短距離帯モデルの中間にある.

b. 乗車時間 l 分を費用に換算すると短距離帯

モデルで約 171 円/月，長距離帯モデルで、約 136円/

月である.乗り換え回数の 1 回の差は乗車時間に

換算すると短距離帯モテツレで約 9 分，長距離帯で

は 12分に相当しており，費用に換算すると前者は

約1520円/月，後者で約1575円/月である.

2)経路数によるセグメントモデル

ここでは 2 経路 3 経路の 2 つに分けてモテ‘ル

化した(表日， 6). 

a. 回の乗り換えに相当する乗車時聞は 2 経

路モデルで約 11分 3 経路で約 8 分である.

b. 副都心ダミーに相当する乗車時聞は 2 経路

で約 6 分 3 経路で約 7 分であり，統合モデルで
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表 5 2 経路駅間モデルのパラメーター推計結果

\\\、 モづ77β今 logit 回 帰 I logit 

経竿F開菌i\\\\\J\J| アメ二ト!いt 値 i二万工J二 I-~~ラメニ値!丙弓二J戸司了寸lアで;瓦白

竺里里ザ旦埜竺L!hで竺竺一|に三竺戸1-一三竺匂ι_5J凶」竺竺釦| 壬竺竺9一一」二竺目竺一J竺竺割1
4判4 副都心 ダれミ 一 1 0.4“仰仰6臼似2幻2引1 2.2川7打川7引 0.3別兜7 1 一→0.2幻76配3引1 一 2.2例9伺州3到| 一 0.2ι.24抑4位仰2お5 1一0.1附89制9伺31 一→2.3附

乗り換え回数([回目) I 一 0.82犯g町7' 一 5.2521 ー 0.7477 0.49865.324' 0.4567 0.3473 1 5.534 

重相関係数 0.613 1--0.668-1-0.619-- 五五d l 0.637 

表 6 3 経路駅間モデルのパラメーター推計結果

¥ モデルの
logit 回帰 logit 最尤法 probit 回帰

タイプ¥ 

経路\ l 

選択要因\\\、パラメーター i t 値 パラメーター t 値 パラメーター I t 値

総乗車時間 -0.0811 -5.775 -0.0834 0.0471 5.738 0.0146 5.424 

費 用 -0.0750 -5.696 -0.0580 0.0430 5.617 0.0130 4.915 

乗り換え回数 -0.6541 -5.770 一0.7200 0.3785 5. 703 0.1202 5.522 

最大期待待時間 竺主主竺 -2.156 -0.2637 o. 1839 2.160 0.0552 1. 980 

副都心ダミー 0.5764 2.061 0.5501 0.3311 -2.022 -0.0982 -1. 832 

重相関係数 l 0.571 0.566 0.535 

表 7 基本ゾーン間統合モデルのモデルタイプ別パラメーター推計結果

タイプ logit 回帰 logit 最尤法 probit 回帰 probit 最尤法 線形回帰

経路選択因 \\\\、 パフメー l 必，抽阻
要タ -1

ノミラメーター パラメー I t 値
ター

パラメーター アメ二 I t 値
アクセス倶u最寄駅位置 -0.530 -2.15 -0.477 0.321 2.16 0.296 0.230 3.17 

イグレス徒歩時間(分) -0.0861 -4.35 0.0751 0.0515 4.32 0.0465 0.0352 6.05 

総乗車時間(分) -0.0710 -3.81 -0.0646 0.0428 3.81 0.0395 0.0297 5.42 

費 用 (100円) -0.0333 -2.79 -0.0294 0.0201 2. 79 0.0184 0.0141 4.02 

乗り換え徒歩時間(分) -0.0958 -2.60 -0.0921 0.0587 2.65 0.0567 0.0435 4.03 

期待待時一一 -3.04 -0.290 0.212 o. 180 0.134 3.81 

重栢関係数 0.663 0.661 0.663 0.661 0.659 

の値と等しい. 3 経路モデルで有意に推定された

最大期待待ち時間は，待ち時間 1 分に対応する乗

車時聞が 4 分であり，待ち時間はロス・タイムと

して，心理的負荷が高いことがうかがえる.

回数などである.

b. トリップ長が短い場合の経路選択と長い場

合の経路選択とで、は，選択性向にかなり明確な相

違がある.すなわち，短距離の場合には分担率が

c. 感度分析結果を統合モデ、ルと比較

すると，乗車時間，副都心ダミーはあま

り差はないが 2 経路モデルの乗り換え回

数の感度がいくぶん敏感になっている.

なお参考としてゾーン間経路分担モデ

ルの作成結果を一部示す(表 7 ， 8).

a. ゾーン聞の経路選択への影響要因

は，アクセス・イグレス条件，費用，総

乗車時間，乗り換え徒歩時間，乗り換え

98 (30) 

表 8 選択要因の相対的影響度(総乗車時間=1. 0)

¥¥  モデルの 1 1~_:. I 1~_:. 1 __~1..:. 1 __~1..:. 1 タイプ 1 logit 1 logit 1 p叫it 1 p叫it I 線形

経路選択 1= _1___1= _1___1 
要因 \\|回帰|最尤法|回帰|最尤法 l 回帰

アクセス側最寄駅位置 1 0 . 13 I 0.14 0.13 1 0.13 I 0.13 

イグレス徒歩時間(分) 1 0.83 1 0.86 0.83 1 0.85 1 

総乗車時間(分) 1 1.00 1 1.00 1 1.00 1 1.00 1 

費用(100円 )1 2.13 2.20 1 2.13 1 2.14 1 

乗り換え徒歩時間(分) 1 0.74 1 0.70 1 0.73 1 0.70 1 0.68 

期待待時間(分) 1 0.20 1 0.22 1 0.20 1 0.22 1 

オベレーションズ・リ+ーチ© 日本オペレーションズ・リサーチ学会. 無断複写・複製・転載を禁ず.



表 9 基本ゾーン群距離帯別セグメントモデルのパラメータ推計結果

短距離帯モデル(サンプル数=47) (17.5kmまで)

¥ モな引 l叩回帰 [1矧t 最尤法 1 probit 回帰 1 pro凶最尤法| 線形回帰

明 ;:J7己主]芹-;~I-~~'7_三上~-i--I~~三三巴三l互
ア7 ;7-tõ玄屈辱両五百三瓦函瓦|二互支-1-~0.0518 1 0.0336 1 2.33 1 0.0312 1 0.01元寸ヲ三子
アクセス側最寄駅位置 1 -0.508 1 一1. 681 -0.482 1 0.308 1 1.68 1 0.295 1 0.195 1 2.17 

イグレス徒歩時間(分) 1 ー 0.0706 1 ー1. 48 1 ー0.0645 1 0.0426 1 1.47 1 0.0391 0.0276 1 1.97 

総乗車時間(分)1 -0.05581 -2.481 -0.0551 1 0.0338 1 2.47 I 0.0320 1 0.0244 1 3.66 

費用(100円 )1 -0.04591 -4.31 1 一 0.0429 10.027614.271 0.0261 10.019916.08 

世主徒歩時間(引[=:0.1~竺l:"=-竺| 壬128 二パー二E12F「晶子予三
重相関係数 0.668 0.686 0.666 0.682 0.665 

長距離帯モデル(サンプル数=41) (17.5km以上)

¥¥ づ作 10git 回帰 110git 最尤法 I probit 回帰 '1 probit 最尤法| 線形回帰

喝噌 \J;~司~-l二百二工(子三下面/~7'，，1.三可子三r~-~
アクセス徒歩時間(分)1 ー0.0675 1 -2.78 1 ー0.0716 1 0.0418 1 2.81 1 0.0425 1 0.0322 1 4.78 

イグレス徒歩時間(分) 1 ー0.0615 1 ー 2.66 1 -0.0551 1 0.0372 1 2.62 10.0339 1 0.0286 1 4.01 

総乗車時間(分)1 -0.04851 -2.11川 -0.0512 0.0297 1 2.11 1 0.0297 1 0.0195 1 2.69 

乗り換え回数1-0.311 1-2.45 i ー 0.317 1 0.191 1 2.45 1 0.188 1 0.147 1 3.87 

重相関係数 0.576 0.646 0.576 0.641 0.583 

経路特性の変化にかなり敏感に影響されるのに対

し，長距離の場合にはその影響度合が弱い.ま

た，後者においては費用が経路選択要因にならな

いとし、う結果も得られた(表 9 ). 

4. 経路分担毛デルの適用性

構築されたそデ、ルの検証，適用可能性の検討を

行なうため，新たに基礎データを新玉川線関連定

期券利用実態調査結果より得た.

(1)実態調査の概要

調査対象は，大都市交通センサスに準拠し，

ス，鉄道の定期券調査によるものとし，調査項目

は住所，就業地または通学地，定期券の種類・期

間，利用交通機関別利用区間，乗降時刻，新玉川

線開通以前と調査時点の利用経路の相違等を 10月

下旬の 5 日間にわたり調査した.調査区域は東京

急行電鉄側の営業区域で，パスについては新玉川

線の影響を受けると思われる目蒲線の目黒から田

園調布以西のパス定期券発売所をとりあげた.回

収状況は 10月に発売された鉄道・パスの定期券枚

1981 年 2 月号

数は26万5294枚で，調査期間に回収したサンフ。ル

数は 3 H9350であり， 0.1483の抽出率であった.

(2) 検証方法

検証の方法として次の 3 点から検討した.

a. モデルで推計した分担率の誤差の検討

l: (Y';-Yi)2 
Se= 戸1

n 

ここに， S.: 平均残差平方(残差の分散)

Yi: 分担率の実績値

y. :分担率の推計値

n: 検証対象サンプル数

b. モテ、ルで推計した分担率と定期券調査から

得た分担率との相関関係

ここでは分担率の推計値と実績値の相関係数を

算出し，モデルの適合性を傾向として捉えようと

するものである.しかし，相関係数自体は低くて

も平均残差平方が小さくなる場合や，その逆の場

合もあり得るため，この値は a. の指標を補完す

るものと考えるべきであろう.

C. センサスデータによる経路選択構造と定期

(31) 88 © 日本オペレーションズ・リサーチ学会. 無断複写・複製・転載を禁ず.



図 5 検証手順

券調査による選択構造との同一性の検定

.I:. (Yt-�)2/p 
F -'~~-'!'----

E(約-Yi)2/(n-p-I) 

ρ: 選択要因の数

これらの検証手順を図 5 に示す.

(3) 駅間モデルの検証

作成されたモデルは統合モデル，距離によるセ

グメントモデル，経路数によるセグメントモデル，

快速と普通電車の分担モテールの 4 つであり，それ

ぞれ logit 回帰， logit 最尤法 probit 回帰，

probit 最尤法，線形回帰の日つのモデル構成式

について作成した.

a. 残差による検討

モデルタイプ別の残差の差はあまりみられず，

各モデルタイプの聞の優劣は論じられない.新玉

川線関連(新玉川線を利用する経路を一方に含む)

データのほうが残差が大きい.その理由として，

①東急線全域(東急電鉄が営業する区域のうち26

駅を利用する OD) データは，モデ、ル作成に適用し

たセンサスデータと本調査時点との違いのほかは

ー致しており，特に新線開通のインパクトを受け

ていないと考えられる.②新玉川線を利用する場

合の定期運賃は普通に求められる運賃に加え，新

玉川線を利用することに対し，距離に応じて一定

料金を加えて求められる.③二子玉川園と渋谷聞

において，新玉川線利用の場合と田閤都市線利用

の乗車時間差は 8 分，費用差は l ラ30円である.こ

のような経路条件の差(特に費用差)を有する駅間

ベアは，モデル作成に適用されたサンフ。ルの中で

は特異な駅間ベアといえる.この意味で新玉川線

100 (32) 

と他路線との経路分担は，これらのモテ*ルの適用

範囲の面で多少問題題があろう.④新玉川線関連

データの残差をみると，統合モデル，距離による

セグメントモデ‘ルは同様に新玉川線の分担率を低

めに推計しているが，経路によるセグメントモデ

ルは前の 2 つのモデルに比べて新玉川線の利用率

を高めに推計している.

b. 相関，残差平方和の平均による検討

①新玉川線関連データは，東急線全域について

のデータに比べ，残差平方和の平均が大きく相関

も小さい(誤差が大きし、). ②モデルタイプ別に

は大きい差はみられない.③新玉川線関連データ

は，距離によるセグメントモデルの相関が多少高

く，残差平方和の平均も小さい.したがって，新

玉川線に関連した予測で、は距離帯別モデルがすぐ

れているといえる.④東急、線全域についてのデー

タでは経路によるセグメントの相関は高いが，残

差平方和の平均が大きい.

c. 同」モデル構造によるモテ守ルの検定

ここではすでに作成されたモデルと同じ選択要

因を仮定して新たにモテ、ルを作成し(新モデルと

呼ぶ)， 推計値にどの程度のひらきがあるかを調

べ，モデルの同一性のテストを行なう.検証デー

タとして抽出したサンフ。ルが少ないため，セグメ

ントモテ、ルは除く.また，モデルタイプ聞に差が

あまり見られなかったので， logit 回帰モデルに

ついてのみ行なう(表10).

新モデ、ルと統合モデ、ルの推計値から F値を求

め，両モテールの推定値聞に有意な差があるかどう

かを検定した.結果は以下に示すように95%の信

頼係数のもとに，統合モデルと新モデル間には差
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表 10 統合モデルと同一構造のパラメーター推定結果 (従来の方式から求められた運賃

に新玉川線利用距離に応じた運賃

が加算される方式)のため，費用

差が過大評価される傾向にある点

があげられる.

¥¥ | 新玉川線関連 1 -æ-~.6..<d>=<_b I センサスデータ
経路選択 |デ ー タ|東急全域データ|によるモデル
要因 ¥J  I (統合モデル)
総乗車時間(分) !ー0.0804(4.352)1 ー o. 0664( 1. 96叫| ー0.0749

費 用 (100円) 1 ー0.0374(4.257)1 ーO.0343 ( 1. 4剖川 -0.0490

副都心ダミー| ー 1 0.2092(0.78幻 0.5180

乗り換え回数(回) 1 ー0.78邸(乙 07百 )1 ー0.7382
これまで、に述べた駅間経路分担

モデルは，主に鉄道の経路特性に

よって分担がなされている場合に

十分適用性がある.しかし，アク

重相関係数 0.625 1---0.五了一トコ.642

注) ( )内は t 値

がないとし、う仮説が成り立つと思われる.

新玉川線関連データ

F= 1. 63<F(5 , 15) =2. 90 

東急全域データ

F=0.93<F(5 , 10)=3.33 

まとめ

駅間経路分担モデルの作成結果から読みとれる

点を以下にまとめる.

①駅間レベルでの経路分担の主な要因は総乗車

時間，費用，副都心ダミー，乗り換え回数である.

@距離によるセグメントでは，同じ要因が有意

に推定された.近距離は遠距離に比べ，各要因を

高く評価している.また，遠距離のほうが乗り換

え回数差の経路選択に与える影響は大きい.

③経路数によるセグメントでは，多経路での要

因は 2 経路の場合に比べて多く，また重相関係数

が多少低くなっているが，両者の聞には大きな差

はみられない.次に，検証結果をとりまとめる.

①新玉川線の分担率の予測をモデル種類別にみ

ると，距離によるセグメントモデルが他のモデル

に比べ，相関，残差の指標ともよく，モデルタイ

プ別にみると回帰によるモテ、ルより最尤法による

ものがよい.

②東急全域データでは，線形回帰モテ、ルが比較

的よいが probit 最尤法のモデルと大差ない.

③新玉川線関連データと東急線全域データの検

証結果を比べると相関係数，残差平方の平均の両

指標とも東急線全域データのほうがよい.この理

由として，新玉川線の運賃が従来と異なった方式

1981 年 2 月号

セス条件等が重要な要因となっている場合には，

ゾーン間モデルの適用が望ましい.

最後に誤差の問題について述べる.

モデルを用いて経路分担率を推計した場合に，

さまざまな原因による誤差のため，実際の値と推

計値との聞に差をもつようになる.

①モテ事ルの仮定による誤差:真の関係を戸=F

(Xt;At) とする.ここで戸は説明の対象， X，は

説明要因， At はパラメーターの値だが，この構造

式を Fi=F'(Xi ; Ai) と仮定することによる誤差

③適用データの誤差:母集団のうち，一部を抽

出し，そのデータの特性を母集団の特性とするこ

とによる誤差(サンプリングによる誤差)

③パラメーター推計による誤差:パラメーター

推計に当り，ある仮定(例えば誤差は独立で正規分

布である等)に従い分析を行なうことによる誤差

④推計データ作成による誤差:説明要因データ

に含まれる誤差ならびに説明要因の意味，性質が

適用モテ、ル作成状、況と異なる誤差，等である.

これらの誤差のうち，モデルの仮定による誤差

は大きな問題であるが，真のモデルは不明であ

り，これらを捉えることは非常に困難である.ま

たモデルを適用し推計を行なう場合，適用対象の

社会的状況の差による誤差が説明要因や推計対象

にどのように影響を与えるかも不明な点が多い.

より現実的な選択行動を予測するには，より精

度の高い交通需要予測モデルの開発が必要だが，

それには人間の選択という意思決定構造の解明を

含め，さらに広い観点からの検討が望まれる.
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